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1 議案第１７６号 市長等の退職手当支給条例の一部を改正する条例制定の件
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議案第１７６号

市長等の退職手当支給条例の一部を改正する条例制定の件

市長等の退職手当支給条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年３月２５日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

市長等の退職手当支給条例の一部を改正する条例

市長等の退職手当支給条例（昭和５４年西宮市条例第２２号）の一部を次のように改正

する。

第３条第２項中「こえるときは」を「超えるときは、」に改め、同条に次の１項を加え

る。

３ 前２項の規定にかかわらず、次条において準用する西宮市職員退職手当支給条例（昭

和３０年西宮市条例第２号）第７条第５項の規定の適用を受ける者が退職した場合にお

ける退職手当の額は、前２項の規定により算定した額に、同条例の規定を適用すること

とした場合に支給される退職手当の額に相当する額を加えた額とする。

第４条中「（昭和３０年西宮市条例第２号）第１１条（第２号を除く。）及び」を「第

７条第５項（第２号及び第３号を除く。）、第１１条（第２号を除く。）、」に改め、

「第１８条まで」の次に「及び第１９条第２項」を、「この場合において」の次に「、同

条例第７条第５項中「第１項に規定する職員としての引き続いた」とあるのは「退職手当

の算定の基礎となる」と」を加える。

付 則
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この条例は、公布の日から施行する。

（参考１）

○提案理由

特別職の退職手当の支給について、所要の規定の整備を行うため。

（参考２）

（現行抄）〇市長等の退職手当支給条例

（退職手当の額）

第３条

前項の規定による在職月数の計算は、市長等となつた日の属する月から退職した日の属する２

月までの月数（その数が４８をこえるときは４８とする。）による。

（退職手当の支給制限等）

西宮市職員退職手当支給条例（昭和３０年西宮市条例第２号）第１１条（第２号を除第４条

く。）及び第１２条から第１８条までの規定は、市長等の退職手当の支給について準用する。

この場合において、同条例第１２条第１項、第１３条第１項、第２項及び第３項、第１４条第

１項及び第２項、第１５条第１項及び第２項、第１６条第１項並びに第１７条第１項から第５

項までの規定中「当該退職に係る退職手当管理機関」とあり、同条例第１２条第２項、第１３

条第４項から第７項まで、第１４条第３項、第１５条第４項並びに第１８条第１項、第２項、

第４項及び第７項中「退職手当管理機関」とあり、並びに同条例第１３条第２項、第１４条第

１項第３号、第１５条第１項第３号、第１７条第１項及び第１８条第１１項中「当該退職手当

管理機関」とあるのは「市長」と読み替えるものとする。


